





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































るが、送達要件と相互保証の要件は除く見解などがあ る 。従来の判 例 と
（１０１） （１０２）
戸籍実 務 は、民事訴訟法第２１７条が身分関連外国判決にも適用されると
（１０３）
している。
　大法院１９８８年４月１２日宣告８５ム７１判決では、外国離婚判決について民
事訴訟法第２１７条の直接適用説の立場を採っている。ところが家事事件
の外国判決にも相互保証を要求すると、跛行的な法律関係が発生する可
能性が大きくなるため、これを緩和する必要があるといえよう。
（１０１）　学説は康鳳洙「渉外家事事件の諸問題」渉外事件の諸問題（下）裁判資料第
３４輯（１９８６）３２０─３２１頁、金スヒョン「外国離婚判決の承認及び執行」民事判例研
究第１１巻４３１頁以下（１９８９）、金・前掲注（２３）８２頁以下、韓スクヒ「国際家事事
件の国際裁判管轄と外国判決の承認及び執行─離婚を中心に─」国際私法研究第
１２号３９頁以下（２００６）、李ビョンファ「国際離婚に関する国際私法的考察」ジャス
ティス通巻第１３７号４１６頁以下（２０１３）、金ヒドン「外国離婚裁判の承認」江原法学
第４４巻９９頁以下（２０１５）など参照。
（１０２）　大法院１９７１年１０月２２日宣告７１タ１３９３判決、大法院１９８９年３月１４日宣告８８ム
１８４、１９１判決、大法院２００９年６月２５日宣告２００９タ２２９５２判決（韓国とカナダのオン
タリオ州の間に互いに相手国判決の効力を認める相互保証があるとした）。
（１０３）　これについては、朴東渉『注釈家事訴訟法』（博英社、１９９８）８６３─８６４頁など 
参照。
外国判決の承認及び執行
（ ）１０５（甲南法学’ １８）５８─３・４─３５
　２．執行判決が必要であるか否か
　家族関係登録簿（従前の戸籍簿）に記載するため、外国裁判所の家事
判決にも執行判決が必要であるかについて、かつての有力説と判例は、
法律関係を明確にする実益がある履行判決でなくても執行判決を求める
ことができるとみて、特に形成判決である離婚判決に基づく家族関係登
録簿の記載を「広義の執行」とみて、執行判決を求めるような理論構成
をしてい た 。したがって韓国は身分関連の外国判決についても執行判決
（１０４）
を求めることで裁判所が承認要件を審査することになる。ただし、離婚
判決については後述の大法院例規によって執行判決を求めない例外を認
めてい る 。家族関係登録簿への記載は本来の執行ではないので、外国判
（１０５）
決による身分関係の変動を記載するために執行判決をも要求することは
適切ではないといえよ う 。
（１０６）
　大法院１９７１年１０月２２日宣告７１タ１３９３判決は、原告と被告はいずれも韓
国人であり韓国で婚姻した後、原告は度米してネバダ州で居住しながら
（１０４）　金・前掲注（１）５１６頁、崔・前掲注（１２）４０４頁。
（１０５）　家族関係登録例規と従前の戸籍先例は、離婚判決は執行判決が必要でない
との立場（家族関係登録例規第４１９号、従前の戸籍先例３─３１７）、その他の判決は
必要であるとの立場（離婚無効判決は従前の戸籍先例２００１０９─４、婚姻無効また
は取消判決は従前戸籍先例１─２００、認知判決は従前の戸籍先例２００３１０−４）を見
せている。従前の戸籍先例は「執行判決の対象となる外国判決とは、司法上の法
律関係に関する訴訟に対して裁判権を行使する権限を有する外国の司法機関が行
った終局的裁判をいうものであり、他方、英米法国家では裁判所等の国家機関が
当事者間の養子縁組の手続に介入して養子縁組決定（判決）をしなければ養子縁
組が成立しないものとしているところ、このような法制下での養子縁組決定（判
決）は国家が後見的事務として行う行政作用に過ぎないため、当事者間の紛争を
前提にする訴訟に対する終局的裁判とはその性質が異なるので、執行判決の対象
とならないというべきであり、米国裁判所の養子縁組決定（判決）を添付して養
子縁組宣告をするに当たっては執行判決を得る必要がないといえる」としている
（従前の戸籍先例４─２５）。法院公務員教育院・前掲注（８０）３２頁。
（１０６）　石・前掲注（８）４２７頁。
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─３６（ ）１０６
韓国に居住する被告を相手に離婚訴訟を提起し、被告が欠席したまま離
婚判決が確定した後、原告がこの離婚判決に対する執行判決を韓国裁判
所に求めた事案において、米国のネバダ州裁判所の離婚判決は旧民事訴
訟法第２０３条第４号の相互保証がないので、旧民事訴訟法第４７７条によっ
てその執行判決を請求する訴えは却下されるべきであると判示し た 。こ
（１０７）
の１９７１年大法院判決は離婚判決の執行判決を許容することを前提とする
趣旨で判断していたといえよう。
　ところが、米国裁判所による離婚判決を得た在米韓国人の場合、相互
保証がないことを理由に米国判決に基づく戸籍記載をすることができず、
再び韓国で離婚訴訟を提起しなければならないとの不満が大きくなるに
つれ、裁判所は大法院例規（１９８１年１０月１４日戸籍例規第３７１号）によって
離婚判決に対しては執行判決を求めない例外を認めたのである。このよ
うな態度は、２００７年１２月１０日制定の大法院例規第１７３号（外国裁判所の
離婚判決による家族関係登録事務処理指針）及び第１７４号（外国裁判所の
離婚判決による離婚届）に維持されていたが、この二つは関連している
ためこれを統合する改正が行われ、現在は２０１５年１月８日改正の家族関
係登録例規第４１９ 号 による。
（１０８）
（１０７）　準拠法要件はもはや承認の要件ではない。石・前掲注（８）４０７─４０８頁参照。
参考として、旧民事訴訟法の下でネバダ州裁判所の離婚判決の承認に関して、ソ
ウル高等法院１９７１年５月１２日宣告７０ナ１５６１判決は、相互保証の存在を否認し、さ
らに渉外私法によって指定される準拠法たる韓国民法を適用せず、それよりはる
かに不利な判決であるとの理由で離婚判決の承認を拒否したことがある。
（１０８）　２０１５年１月８日改正、家族関係登録例規第４１９号。
　［外国裁判所の離婚判決による家族関係登録事務処理指針］
１．外国裁判所の離婚判決は、「民事訴訟法」第２１７条が定める条件を具備する限
り、韓国でもその効力がある。
２．第１項の外国判決による離婚届は、韓国の判決による離婚届と同様に、「家族
関係の登録等に関する法律」第７８条、第５８条による手続によるが、その届には
その判決の正本または謄本と判決確定証明書、敗訴した被告が訴状またはこれ
外国判決の承認及び執行
（ ）１０７（甲南法学’ １８）５８─３・４─３７
　この大法院例規によると、担当公務員としては承認要件を具備するか
否かが明らかでない場合、監督裁判所に問い合わせ、承認要件を具備す
るか否かに関する回答を得て処理しなければならない。ただし、外国判
決上、被告である韓国人がその外国判決による離婚届に同意するか、又
は自ら離婚届をした場合、もしくは民事執行法による執行判決を得た場
合には、監督裁判所に問い合わせる必要がない。
　実務では、この問い合わせを省略したまま、承認要件を満たしていな
い離婚を家族関係登録簿に記載することが生じうるため、不意打に離婚
された当事者は、自ら離婚無効確認の訴えを提起して当該離婚判決が韓
に準ずる書面と期日通知書または命令を適法な方式により防御に必要な時間の
余裕を置き、送達を受けたか（公示送達またはこれと類似の送達による場合を
除く。）の送達を受けなかったとしても訴訟に応じた書面（判決の正本または謄
本によってこの点が明らかでない場合に限る。）及び上記の各書類の翻訳文を
添付しなければならない。ただし、外国（例えば、オーストラリア）裁判所の
正本又は謄本とその確定証明書に代えて離婚証明書を発行した場合には、その
証明書を添付することができる。
３．第２項による離婚届が提出された場合、家族関係登録公務員は離婚届に添付
された判決の正本または謄本によって当該外国判決が「民事訴訟法」第２１７条
が定める各条件を具備しているか否かを審査し、それを受理するか否かを決定
しなければならないところ、その条件を具備するか否かが明らかでないか、ま
たは次の各号に該当する場合には、必ず関係書類すべてを添付して監督裁判所
に問い合わせて、その回答を得て処理しなければならない。
カ．外国判決が確定したか否かが不明な場合。
ナ．送達が適法であるか否かが不明な場合。
タ．外国裁判所の判決手続が進行される当時、被告が当該外国に居住していない
場合。
ラ．その他に外国判決の効力が疑わしい場合。
４．次の場合には、第３号にもかかわらず、監督裁判所に問い合わせを要しない。
カ．外国判決上の被告たる大韓民国国民が当該外国判決による離婚届に同意する
か、または自ら離婚届をした場合。
ナ．外国裁判所の離婚判決について「民事執行法」第２６条及び第２７条による執行
判決を得た場合。
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─３８（ ）１０８
国で効力がないことを主張・立証しなければならない不合理が発生して
い る 。例えば、２００２年１１月２６日宣告２００２ム１３１２判決は、米国に居住する
（１０９）
配偶者が韓国に居住する配偶者を相手にワシントン州裁判所に離婚を求
める訴えを提起し、韓国の配偶者は、国内で訴状の送達を受けたが応訴
しておらず、訴訟で勝訴した米国の配偶者は、これを根拠に離婚判決謄
本と離婚届を郵便で区役所の所長に送付して戸籍に離婚したことが記載
されて、韓国の配偶者が離婚無効確認の訴えを提起した事案において、
当該米国離婚判決の効力がないと判示したのである。このように外国離
婚判決が承認要件を満たしているかを担当公務員の審査に任せることに
ついて批判されてい る 。
（１１０）
　外国裁判所の離婚判決に基づき執行判決がなくても家族関係登録簿に
記載することができるので、当事者が外国の離婚判決に基づく執行判決
請求の訴えを提起する場合、これは訴えの利益がなく、却下され る 。
（１１１）
Ⅵ　むすびにかえて
　外国判決の承認と執行に関する韓国の法制度は、両者を概念的に区別
し、法体系においても分離して規定している。現在は民事訴訟法第２１７
条（外国裁判の承認）と第２１７条の２（損害賠償に関する確定裁判等の承
認）、そして民事執行法第２６条（外国裁判の強制執行）と第２７条（執行判
決）において規律されている。
　民事訴訟法第２１７条規定のうち、２００２年改正では旧民事訴訟法で定め
（１０９）　法務部・前掲注（２）３６４─３６５頁、石・前掲注（１）国際私法研究、５７頁。
（１１０）　立法論として、身分判決に対する承認要件の審査を家庭裁判所の専属管轄
と定める見解（韓・前掲注（１０１）４４─４５頁、金・前掲注（１０１）江原法学、１１６頁）
と、裁判所長または適切な機関が承認要件について有権的に判断する必要がある
との見解（石・前掲注（８）４２８頁、李・前掲注（１０１）４１８頁）が主張されている。
（１１１）　石・前掲注（８）４２８頁。
外国判決の承認及び執行
（ ）１０９（甲南法学’ １８）５８─３・４─３９
る「裁判権」の代わりに「国際裁判管轄」の文言を用いることになり、
送達の要件については敗訴した被告の国籍にかかわらず、被告の防御権
を保障するために送達の適法性と適時性を明示することになった。２０１４
年改正では承認対象が確定判決だけでなく確定裁判等へ拡大され、公序
要件においては、従来学説上認めていたように、実体的公序と手続的公
序があることを明確にし、相互保証の要件については従来の判例の立場
を反映されることになった。また承認要件が職権事項であることを明文
化した（民事訴訟法第２１７条第２項）。さらに損害賠償に関する確定裁判
等の承認について第２１７条の２が新設され、懲罰的損害賠償のように、
損害填補の範囲を超過する賠償額の支払いを命じる外国判決の承認を適
正範囲で制限するために設けられた。
　韓国でも外国判決の承認・執行について自動承認の原則、実質的再審
査の禁止の原則が採られているが、その特徴は以下のとおりである。
　第一に、旧民事訴訟法は承認の対象を「外国裁判所の確定判決」と規
定していたが、現行法は「外国裁判所の確定判決またはこれと同一の効
力が認められる裁判」であることを明文化した（第２１７条第１項本文）。
これは従来の通説的見解と判例の立場を反映したものである。
　第二に、現行法は外国裁判の承認要件として「国際裁判管轄」である
ことを明文化した（第２１７条第１項第１号）。これが可能であったのは、
２００１年全面改正された国際私法が国際裁判管轄という用語を正面から導
入することで、その基準を提示したからである。かつて間接管轄と直接
管轄の基準については同一の原則によるとするのが多数説であり、主流
の判例であったので、法条文に照らして間接管轄と直接管轄の基準は同
一であるといえる。
　第三に、敗訴した被告への送達について適法性と適時性を必要とし、
敗訴した被告に対する送達は公示送達またはこれに類似する送達による
ことはできない（第２１７条第１項第２号）。敗訴した被告への送達は、訴
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─４０（ ）１１０
状及び訴訟開始に必要な召喚状などをいうものである。領事送達は自国
民に対する場合に限って認められる。郵便送達は、韓国が職権送達主義
を採るから、従来、民事事件における送達を主権の行使とみて、外国の
主権を侵害するものとして理解していて、不適法である。
　第四に、公序については実体的公序と手続的公序を明文化した（第２１７
条第１項第３号）。実体的公序と関連して実質的再審査の禁止の原則に
照らしてみると、公序に違反しているか否かを判断するために必要な範
囲内で制限的には事実関係を自ら調査することができる。他方、損害賠
償に関する確定裁判等の承認（第２１７条の２）について韓国の通説と既存
の判例を受け入れ、ドイツ判例で用いる「基本秩序」という用語を導入
してその範囲が明確化された。これは、懲罰的損害賠償のように、損害
填補の範囲を超過する賠償額の支払いを命じる外国裁判所の確定裁判等
の承認を適正範囲で制限するために設けられた規定である。ところが韓
国では３倍賠償を認める法律が導入されつつあり、３倍賠償を認める外
国裁判が韓国法の基本秩序に著しく反する結果をもたらすとはいいがた
く、今後においてその適用状況を見守る必要がある。
　第五に、旧民事訴訟法は相互保証があることを定めていたが、現行法
は重要条件同等説を採る既存の判例の立場が反映された（第２１７条第１
項第４号）。相互保証の有無は同一の種類または内容の判決に対して判
断しなければならない。
　最後に、外国判決の執行の対象となるのは、承認要件を満たす履行判
決である。韓国の有力説と判例は、法律関係を明確にする実益があると
きには確認判決または形成判決に対しても執行判決を求めることができ
るとする。大法院例規によって離婚判決については執行判決を求めない
例外を認めているが、このような実務は身分関係の安定性から不合理が
生じることが指摘され、批判されている。
